
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。

当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を
与えるものではありません。なお、掲載されている見解および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託
は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。
投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

2月は、AI（人工知能）が既存の製品・サービスにとって

代わる可能性やAI投資を巡る不安などを背景として、

ハイテク株（半導体関連株を除く）を中心に米国株式が

下落しました。一方で、自民党の衆院選大勝による積極

財政や成長戦略への期待などから、日本株式が大きく

上昇したほか、新興国や欧州の株式も、米相互関税に

対する米最高裁の違憲判決などを背景に堅調に推移し、

世界株式は月間で上昇しました。ただし、月末にかけて

は、米関税政策を巡る不透明感やイランを巡る地政学

リスクの高まりなどが上値を抑えました。なお、同月に

は、日欧の主要株価指数や米ニューヨーク・ダウ工業株

30種が最高値を更新しました。

米トランプ政権が新たな関税の準備を進める

米トランプ政権は2月下旬、判決で違憲とされた相互関

税の代替措置として、10%の追加関税を150日間の期

間限定で発動しました（トランプ大統領は、税率を15%

に引き上げる意向を表明、ただし、具体的な時期は未

定）。同政権はこの間に新たな関税の準備を進めるとみ

られているものの、根拠とする法律が代わることや事

前調査に時間がかかることなどから、これまでと比べて

制約が生じるとされています。また、既に徴収された税

の還付も焦点となっており、今後、企業による返還を求

める動きが拡がる可能性があります。

米政策金利は据え置きとの見方が優勢

17～18日には、米国でFOMC（連邦公開市場委員会）が

開催されます。金融市場では、足元での雇用市場の改

善などを受け、前回と同様、今回の会合でも政策金利

は据え置きとの見方が優勢となっています。こうした中、

今後の金融政策の方向性を見通す上で、各経済指標の

ほか、今回の会合で公表される、参加者の景気・金利見

通しなどについても注目が集まります。

日本では3年連続の5%超賃上げの実現に期待

日本では、春季労使交渉（春闘）が本格化しており、集中

回答日である18日に企業側からどの程度の賃上げが示

されるかが注目されます。労働組合の中央組織である

「連合」が、定期昇給分を含めた今年の賃上げ率につい

て、前年と同様、全体で5%以上、中小企業で6%以上の

水準を目標に掲げる中、今年も5%超の賃上げが実現で

きるか（前年は5.25%）、高い関心が寄せられています。

18～19日には、日銀金融政策決定会合が開催されます。

高市首相が追加利上げに難色を示したとの報道や足元

でのインフレの落ち着きなどから日銀の利上げ観測が

後退する中、同会合での決定内容や総裁会見などが注

目されます。また、19日には、高市首相が訪米し、31日

から訪中予定のトランプ米大統領と会談を行ないます。

中国では重要政策などを決定する全人代が開幕

5日には、中国で全国人民代表大会（全人代、日本の国

会に相当）が開幕します。昨年は、同大会で、実質GDP

成長率の目標値「前年比5%前後」が設定されました（実

績は5.0%）。同国経済について、不動産不況の長期化や

消費の低迷など内需不足が指摘される中、今年はどの

程度の成長率目標が設定されるのか、注目されます。

3月の金融政策、政治・経済イベント

信頼できると判断した情報をもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成 ※スケジュールは予告なしに変更される可能性があります。

3月の注目される金融政策および政治・経済イベント

●上記は過去のものおよび予定であり、将来を約束するものではありません。
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3月 予定

2日（月） ■ 米国、2月のISM製造業景況指数

4日（水） ■ 米国、2月のISM非製造業景況指数

5日（木） ■中国、全国人民代表大会が開幕

6日（金） ■ 米国、2月の雇用統計、■ ミラノ・コルティナ2026 冬季パラリンピック（～15日）

11日（水） ■ 米国、2月の消費者物価指数

13日（金） ■ 米国、1月のPCE（個人消費支出）物価指数

17日（火） ● 米国、FOMC（～18日）

18日（水）
■日本、春闘の集中回答日、● 日本、日銀金融政策決定会合（～19日）
● ユーロ圏、ECB（欧州中央銀行）理事会（～19日）

19日（木） ■ 日米首脳が米国で会談、● 英国、金融政策委員会

25日（水） ● 日本、1月22～23日開催の日銀金融政策決定会合の議事要旨

30日（月） ● 日本、3月18～19日開催の日銀金融政策決定会合の「主な意見」

31日（火） ■ 米国、トランプ大統領が訪中（～4月2日）

● 金融政策関連

■ 政治・経済関連

2月の世界株式は初旬、AI（人工知能）によるソフトウェ

ア代替への懸念やAI投資を巡る不安などを背景に下落

したものの、日本の衆院選での自民党大勝を受けた積

極財政や成長戦略の推進期待などから上昇に転じまし

た。中旬には、米国において、トランプ大統領の相互関

税が違憲であるとの最高裁判決などが好材料視された

ものの、AIによる業務代替への懸念のほか、米国とイラ

ンの関係緊迫化への警戒感などが重石となり、小動き

の展開となりました。下旬に入ると、米関税政策を巡る

不透明感などから投資家心理が悪化し、下落基調とな

りました。こうした中、日欧の主要株価指数や米ニュー

ヨーク・ダウ工業株30種が最高値を更新しました。

米国では政権が新たな関税の準備を進める

トランプ米大統領は2月下旬、米最高裁判決で違憲とさ

れた相互関税の代替措置として、10%の追加関税を

150日間の期間限定で発動しました（別日に15%への引

き上げを表明したものの、具体的な発動時期は未定）。

この間に米政権は新たな関税の準備を進めるとみられ

ているものの、事前調査に時間がかかることなどもあ

り、これまでの相互関税と比べて制約が生じる可能性

が高いと考えられています。こうした中、既に徴収され

た税の還付も焦点となっており、今後、日本企業などに

よる、税還付を求める動きが拡がると期待されます。

米政策金利は据え置きとの見方が優勢

17～18日には、米国でFOMC（連邦公開市場委員会）が

開催されます。2月に公表された1月のFOMC議事要旨

では、1月の会合で複数の参加者が将来の利上げ転換

の可能性に言及していたことが明らかとなりました。さ

らに、足元で雇用悪化への懸念が後退していることな

どもあり、金融市場では、前回と同様、今回の会合でも、

政策金利が据え置かれるとの見方が優勢となっていま

す。こうした中、今後の金融政策の方向性を見通す上で、

各経済指標のほか、今回の会合で公表される参加者の

景気・金利見通しなどについても注目が集まります。

3年連続で5%超の賃上げを実現できるかに注目

日本では、春季労使交渉、いわゆる春闘が本格化してお

り、18日の集中回答日に企業側からどの程度の賃上げ

が示されるかが注目されます。労働組合の中央組織で

ある「連合」は、定期昇給分を含めた今年の賃上げ率に

ついて、全体で5%以上、中小企業で6%以上の水準を

めざすとし、前年の目標を据え置きました。労使がとも

にインフレ率を上回る賃上げを掲げる中、今年も5%超

の賃上げが実現できるか（前年は5.25%）、高い関心が

寄せられています。

18～19日には、日銀金融政策決定会合が開催されます。

高市首相が日銀の追加利上げに難色を示したとの報道

や足元でのインフレの落ち着きなどを受け、日銀の利上

げ観測が後退する中、同会合での決定内容のほか、総

裁会見などに注目が集まります。また、19日には、高市

首相が訪米し、31日から訪中予定のトランプ米大統領

と首脳会談を行ないます。

中国では重要な政策を決める全人代が開幕

中国では、5日から全国人民代表大会（全人代、日本の

国会に相当）が開幕します。全人代では、政府予算や各

種政策など、国の運営に関わる重要事項について審議

や発表が行なわれます。昨年は、実質GDP成長率につ

いて、前年比5%前後との目標が設定されました（実績

は5.0%）。同国経済について、不動産不況の長期化や消

費の低迷など内需不足が指摘される中、今年はどの程

度の成長率目標が設定されるのか、注目されます。

2月の世界株式は初旬、AI（人工知能）によるソフトウェ

ア代替への懸念やAI投資を巡る不安などを背景に下落

したものの、日本の衆院選での自民党大勝を受け、今

後、積極財政や成長戦略が推進されるとの期待などか

ら上昇に転じました。中旬には、米国でトランプ大統領

の相互関税が違憲であるとの最高裁判決などが好材料

視されたものの、AIによる業務代替への懸念のほか、米

国とイランの関係緊迫化への警戒感などが重石となり、

小動きの展開となりました。下旬に入ると、米関税政策

を巡る不透明感などから投資家心理が悪化し、下落基

調となりました。こうした中、日欧の主要株価指数や米

ニューヨーク・ダウ工業株30種が最高値を更新しました。

米国では政権が新たな関税の準備を進める

トランプ米大統領は2月下旬、最高裁判決で違憲とされ

た相互関税の代替措置として、10%の追加関税を150

日間の期間限定で発動しました。米政権は150日の間に

新たな関税の準備を進めるとみられているものの、事

前調査に時間がかかることなどもあり、これまでの相互

関税と比べて制約が生じる可能性が高いとされていま

す。こうした中、既に徴収された税の還付も焦点となっ

ており、税還付を求める動きが拡がると予想されます。

米政策金利は据え置きとの見方が優勢

17～18日には、米国でFOMC（連邦公開市場委員会）が

開催されます。2月に公表された1月のFOMC議事要旨

では、1月会合で複数の参加者が将来の利上げ転換の

可能性に言及していたことが明らかとなりました。足元

での雇用市場の改善などもあり、金融市場では、前回と

同様、今回の会合でも政策金利は据え置きとの見方が

優勢となっています。こうした中、今後の金融政策の方

向性を見通す上で、各経済指標のほか、今回の会合で

公表される参加者の景気・金利見通しなどについても

注目が集まります。

3年連続で5%超の賃上げを実現できるかに注目

日本では、春季労使交渉（春闘）が本格化しており、集中

回答日である18日に企業側からどの程度の賃上げが示

されるかが注目されます。労働組合の中央組織である

「連合」が、定期昇給分を含めた今年の賃上げ率につい

て、前年と同様、全体で5%以上、中小企業で6%以上の

水準を目標に掲げる中、今年も5%超の賃上げが実現で

きるか（前年は5.25%）、高い関心が寄せられています。

18～19日には、日銀金融政策決定会合が開催されます。

高市首相が日銀の追加利上げに難色を示したとの報道

や足元でのインフレの落ち着きなどにより、日銀の利上

げ観測が後退する中、同会合での決定内容のほか、総

裁会見などに注目が集まります。また、19日には、高市

首相が訪米し、31日から訪中予定のトランプ米大統領

と会談を行ないます。

中国では重要政策などを決定する全人代が開幕

中国では、5日から全国人民代表大会（全人代、日本の

国会に相当）が開幕します。全人代では、政府予算や各

種政策など、国の運営に関わる重要事項について審議

や発表が行なわれます。昨年は、実質GDP成長率につ

いて、前年比5%前後との目標が設定されました（実績

は5.0%）。同国経済について、不動産不況の長期化や消

費の低迷など内需不足が指摘される中、今年はどの程

度の成長率目標が設定されるのか、注目されます。
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